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公立大学法人福島県立医科大学の第２期中期目標期間（平成２４～２９年

度）における業務の実績に関する評価結果  

 

第１ 「全体評価」  

公立大学法人福島県立医科大学（以下「法人」という。）は、医療人の

教育及び育成、医学と看護学の分野における研究と研究者の育成、保健医

療の提供を通じた、医学・看護学の発展及び県民の保健・医療・福祉の向

上に貢献することを使命としている。  

第２期中期目標期間においては、高度な実践力及び社会的なコミュニケ

ーション能力を備えた医療人を育成すること、独創的で質の高い研究を推

進すること、高度先進医療及び地域医療の拠点として全人的・統合的な保

健医療を提供すること、さらには東日本大震災及び福島第一原子力発電所

事故からの復興に貢献することなどを基本目標としている。  

この目標の達成に向け、理事長のリーダーシップの下、法人内組織や教

職員が相互に緊密な連携を図り、真摯に取り組んでいることが認められる。 

大学の特色を活かした教育の充実を図るため、大学附属病院に加え会津

医療センターにおいても、医学部及び看護学部の教育機関として位置付け

て学生を積極的に受入れるなど、地域指向型教育カリキュラムの充実も図

り、また、医療人育成・支援センターでは学部教育と卒後教育の充実によ

り医療キャリア全般にわたる支援を行うほか、災害医療・放射線医療に係

る教育・研修により本県復興を担う人材育成に貢献している。研究分野で

は、福島医薬品開発支援拠点化事業における確実な研究成果による医薬品

開発支援を行い、また、地域実情など考慮し医師派遣を行うなど地域貢献

への取組も積極的である。  

附属病院においては、新病棟の開設により、高度救命救急センターの機

能の充実強化と災害や高度被ばくへの対応、診療部門では子どもや女性の

ための医療体制の充実を図った。また、会津地域医療の中核を担い地域完

結型医療を提供するため、平成２５年５月に開所した会津医療センターで

は、医師派遣や地域の関係機関と連携した研修会開催等の会津地域の医療

向上に向けた取組を行っている。  

 復興への取組として、県民健康調査の推進、長崎大学との共同大学院「災

害・被ばく医療科学共同専攻」の開設、医療復興拠点であるふくしま国際

医療科学センターの整備など、復興のための人材育成、県民の健康保持な

ども高く評価できる。  

その他海外大学との国際学術交流協定の締結及び締結校との相互交流、

男女共同参画の推進、学生寮の整備などについて高く評価できる。  

一方、財務については、平成２７年度までは当期総利益を計上する決算

となっていたが、平成２８年度からは当期総損失の決算となっており、更

には平成２９年度決算においては法人化後初めてとなる次期繰越欠損金

を計上するに至るなど、財務上の課題が大きくなっていることから、繰越

欠損金の解消を含めた収支改善、財務状況の健全化に向けて、法人の役

員・教職員が一丸となって全力で取り組む必要がある。  

 



 

 

 なお、平成２９年度に受審した独立行政法人大学改革支援・学位授与機

構の認証評価においても、大学設置基準を始めとする関係法令に適合する

ことはもとより、大学改革支援・学位授与機構が定める大学評価基準を満

たし、さらには医療人育成・支援センターの取組等を中心に高い評価を得

るなど、教育水準の向上に努めたことが評価された。  

一方、教育の取組状況や大学の教育を通じて学生が身に付けた学習成果

について自己点検・評価し、教育の質の改善・向上を図るための体制が十

分に整備されていないと指摘されており、改善する必要がある。  

 

第２ 「項目別評価」  

 

１  大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとる

べき措置 

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

(1) 教育に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

 ○  アドミッション・ポリシーをホームページ、大学案内総合パンフレ

ット及び入学者選抜要項等に掲載し、広く公表した。また、文部科学

省のガイドラインに基づき、アドミッション・ポリシーの見直しを行

い、平成２８年度に新アドミッション・ポリシーを作成した。  

○  医学部の入学定員については、国・県と調整を図り、平成２５年度入

学から１３０名とした。定員増に伴い、県内医療を担う優れた入学者を

確保するため、入試区分ごとに入試結果と入学後の成績、卒業後の進路

を調査・分析し、入試方法の検討と改善を図った（一般入試地域枠の募

集人員について、平成２４年度は１５名程度、平成２５年度は２０名程

度、平成２９年度は２５名程度に増員（一般枠を５名減）した）。平成

２９年度に、平成３２年度入学者選抜より後期日程試験を廃止すること

を決定し、それに替わる選抜方法について検討を進めた。  

 ○   学士課程においては、入試ガイダンス等に参加するとともに、県内

高等学校の進路指導教員との懇談会を実施し、大学や入試情報を周知

した。  

 ○   大学院看護学研究科においては、県内看護職のニーズ調査結果を踏

まえ、平成２８年度から老年看護学及び家族看護学を併設するカリキ

ュラムに変更した。  

 ○   大学院看護学研究科においては、大学院全体の定員の見直し、各専

門領域の目標入学者数を設定し学生募集や入試説明会の取組を行った

結果、平成２８年度及び平成２９年度は定員を充足した。  

 



 

 

   【定員充足率目標：７０．０％以上】  

平成２５年度：   ０．０％  

平成２６年度：  ４０．０％  

平成２７年度：  ４０．０％  

平成２８年度：１００．０％  

平成２９年度：１００．０％  

平成３０年度：  ４０．０％  

 ○  医師国家試験の合格率について、中期目標期間中、ほとんどの年度

で数値目標を達成した。  

【合格率目標：９５％以上】  

     平成２４年度実績    ９８．８％  (全国平均９３．１％ ) 

     平成２５年度実績  １００．０％  (全国平均９３．９％ ) 

     平成２６年度実績    ９５．１％  (全国平均９４．５％ ) 

     平成２７年度実績    ９９．０％  (全国平均９４．３％ ) 

     平成２８年度実績   ９４．５％  (全国平均９１．８％ ) 

     平成２９年度実績   ９８．０％  (全国平均９３．３％ ) 

 ○  保健師国家試験の合格率について、中期目標期間中、ほとんどの年

度で数値目標を達成した。  

【合格率目標：９５％以上】  

     平成２４年度実績    ９８．９％  (全国平均９７．５％ ) 

     平成２５年度実績    ９８．８％  (全国平均８６．５％ ) 

     平成２６年度実績  １００．０％  (全国平均９９．６％ ) 

     平成２７年度実績    ９７．６％  (全国平均９２．６％ ) 

     平成２８年度実績    ９６．５％  (全国平均９４．５％ ) 

平成２９年度実績    ８３．９％  (全国平均８５．６％ ) 

 ○  看護師国家試験の合格率について、中期目標期間中、目標に及ばな

かった年度はあるものの、いずれも全国平均を上回る高い数値を得た。 

   【合格率目標：１００％】  

     平成２４年度実績    ９６．４％  (全国平均９４．１％ ) 

     平成２５年度実績  １００．０％  (全国平均８９．８％ ) 

     平成２６年度実績  １００．０％  (全国平均９５．５％ ) 

     平成２７年度実績    ９８．８％  (全国平均９４．９％ ) 

     平成２８年度実績    ９６．５％  (全国平均９４．３％ ) 

平成２９年度実績  １００．０％  (全国平均９６．３％ ) 

 ○  医学部では、テュートリアルによる学習において、新しいシナリオ

による授業を実施し、授業実施後には担当教員による情報交換会を開

催し、シナリオの改善を図った。  

 ○  医学部の「衛生学・公衆衛生学実習」（４年Ⅱ期必修）では、健康等

に関する問題を地域でとらえる学習を行い、ＢＳＬアドバンスト（臨

床実習上級）コース「地域医療コース」におけるホームステイ型実習

（６年次選択）では、健康問題のみならず、地域での医師のあり方を

含め、「健康と地域」や「医療と地域」との関係に関心が広がるよう指

導した。  



 

 

 ○  医学部では、福島の歴史・文化・産業等について理解を深め、魅力

ある地域づくりに向けた営みについて目を向けることにより、福島の

魅力を知り、学生が将来、自分の属する地域社会への関心を持ち、魅

力ある地域づくりに関わる意識を醸成することを目的として、第１学

年後期において「福島学」を開講した。  

 ○  医学部では、模擬試験の受験料補助やスキルス・ラボラトリーの開

放により、ＣＢＴ（ Computer Based Testing）及びＯＳＣＥ（ Objective  

Structured Clinical Examination）の合格率は、高い数値を得た。  

  【ＣＢＴ合格率目標：１００．０％】  

平成２４年度：  ９９．０％  

平成２５年度：  ９９．１％  

平成２６年度：  ９６．４％  

平成２７年度：  ９８．１％  

平成２８年度：  ９７．２％  

平成２９年度：１００．０％  

   【ＯＳＣＥ合格率目標：９０．０％以上】  

平成２４年度：  ９０．３％  

平成２５年度：  ９５．５％  

平成２６年度：  ９２．７％  

平成２７年度：  ８５．４％  

平成２８年度：  ８９．０％  

平成２９年度：  ９２．０％  

 ○  看護学部では、県内の病院や保健センター、訪問看護ステーション

等での実習を通して、変化する社会の多様なニーズを見据えながら看

護を提供するための知識・技術を探求する態度を身につける指導を行

った。  

 ○  看護学部では、幅広い知識、教養を身につけるため教育課程の区分

に「表現力を培う」、「人間の理解を深める」、「倫理性を高める」、「論

理的思考力を培う」、「感性を高める」、「社会の理解を高める」、「人間

の身体機能と病態を理解する」を設け、人文科学分野及び自然科学分

野の科目（３７科目）を開講した。  

 ○  会津医療センターにおいて、地域保健・医療の重要性の理解や認識

を促進させるための教育プログラムとして ,医学部５年生全員及び６

年生の一部が臨床実習を行うほか、他大学からも６年生を受入れ臨床

実習を行った。また、看護学部４年生が「統合実習」や「管理実習」

で臨地実習を行った。  

 ○  大学院医学研究科においては、ＭＤ－ＰｈＤコース（大学院に準じ

る教育を医学部在籍時から行うコース）について、臨床研修時から後

期プログラムを開始できるなど履修モデルを追加し、また、アンケー

ト結果を踏まえ、学会旅費支援や修了要件などのガイダンスの改善を

行うなど、内容の充実を図った。  

 ○  大学院医学研究科において、学生のニーズ等を踏まえ、医科学専攻

コースを３コース制から２コース制へ再編し、平成２９年度入学者か



 

 

ら導入した。また、コース再編に合わせ、社会人が履修しやすい夜間

に講義を行った。  

 ○  専門看護師の教育課程見直しを図り、平成２７年度に「がん看護」

及び「精神看護」が、平成２８年度に「小児看護」が、３８単位移行

の認定申請を行い、承認され、教育課程の整備を完了した。  

 ○  会津医療センターにおいて、大学院研究生等を受け入れられるよう

規定の整備を行うとともに、医学研究科分野別主指導教員の資格を取

得する医師を増やし、大学院生を受け入れる環境を整備したことによ

り、大学院研究生が入学し、研究を実施する医師が増加した。  

 ○  平成２６年度に看護学臨床教授制度が発足し、平成２７年度には会

津医療センター附属病院の看護職も対象に含めた。臨床教授制度を臨

地実習で活用できるようにするため、「看護部と看護学部との連絡会

議」などにより制度の浸透を図った。  

 ○  教員による教育活動状況の自己評価について、教員に対する実施の

働きかけにより９割以上の教員が自己評価を行い、自己の活動改善を

図った。  

 ○  前期・後期ごとにすべての科目について学生が授業評価を行い、評

価結果は、学生、教員等に対し教務システムで公表した。  

 ○  医学部では、６年生がグループ学習を行いやすいように学内に勉強

部屋を確保し、また、学生の増加に合わせ机を配置し、学生が勉強し

やすい環境を整えた。  

 ○  看護学部では、学生の自主学習を支援するため、授業で使用しない

時間帯は、カンファレンス室、演習室及び実習室の利用を許可した。  

 ○  医学部では、１，２年生においては担任制により、３，４年生にお

いてはファカルティーアドバイザー制により、担当教員が学生の持つ

課題などを抽出し、必要に応じ健康管理センターとの連携によるカウ

ンセリングなどの支援を実施した。  

 ○  看護学部では、学生への適切かつ速やかな対応が取れるよう学生生

活支援に関するフローチャートを作成するとともに、新入生に学生生

活アドバイザーとして教員を配置して、学生が相談や質問をしやすい

環境を提供した。  

 ○  大学健康管理センターにおいて、定期的に健康管理情報を提供する

など、学生の健康管理支援に加え、臨床心理士の学生相談枠を毎週１

回設けるなど、学生のメンタルヘルス対策を強化した。  

 ○  看護学部の就職率については、県内の主な医療機関を対象とした就

職ガイダンスを学内で実施するとともに、就職情報コーナーの設置や

求人情報の学生へのメールなどの情報提供等により、看護学部卒業生

の就職率は中期目標期間中の数値目標（就職希望者の就職率１００．

０％）を達成した。  

 

(2) 研究に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  



 

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  基礎と臨床の橋渡しを実現するための事業として、新たに「戦略的学

内連携研究推進事業」を立ち上げ、学内募集により採択された事業に研

究資金を配分し、学内の横断的研究プロジェクトの創出支援に取り組ん

だ。  

○  会津医療センターにおける科研費の採択件数は、目標の年間１２件を

下回った年度もあったが、福島医薬品開発支援拠点化事業の各種成果情

報の各講座や企業への提供、戦略的学内連携研究推進事業により成果が

得られた。  

○  福島医薬品開発支援拠点化事業において、研究開発業務委託先の一般

社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム（ＪＢＩＣ）への参画企業は

平成２９年度までに２６企業団体となった。また、参画した各企業に成

果情報提供や受託研究契約を行うほか、特許出願、意匠出願及び商標出

願を行うなど確実に研究が進展した。  

   【成果物提供等契約の目標：中期目標期間終了時までに１５件】  

平成２７年度：１５件  

平成２８年度：１７件  

平成２９年度：１９件  

○  研究の国際化を推進するため、英文校正支援サービス従事職員による

学内研究者の英文校正の支援や、メディカルイングリッシュクラスを開

催し、学内研究者の英語論文作成能力の向上に取り組んだ結果、英語論

文数の件数は年々増え、目標件数を達成している。  

   【英語論文の目標件数：５００編以上】  

平成２４年度：３９５編  

平成２５年度：３９９編  

平成２６年度：４６１編  

平成２７年度：４７５編  

平成２８年度：５４１編  

平成２９年度：７９４編  

○  研究支援事業成果報告書、共同研究機器、英文校正サービスを研究ポ

ータルサイトを用いて情報発信を行い、研究リソースの共有化を図った。 

○  学内の臨床研究・治験を一体的に推進していくため、平成２８年４月

に大学組織として医療研究推進センター（センター内に総合支援・研究

基盤部門及び臨床研究・治験部門）を設置し、研究支援体制を構築した

ほか、研究ポータルサイトの活用により研究の推進・支援に取り組んだ。 

○   「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」の改正により、臨床  

  研究の一部については、治験同様にモニタリング・監査の実施が求めら  

  れるようになったため、モニタリング・監査を担う人材を採用し、また、  

  外部研修会への参加など育成に取り組んだ。  

 

(3) 地域貢献に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  



 

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○   県民向けの公開講座や講演会を開催したほか、県内の各種教育機関か

らの依頼による講師派遣等に積極的に取り組んだ。会津医療センターに

おいても、出前講座や健康教室など地域の健康増進を支援する活動を積

極的に実施し、年間目標を上回った。  

○  須賀川市の健康長寿推進事業に係るアドバイザーやデータベース構

築事業を受託し、臨床研究イノベーションセンターが主体となって住民

の健康増進のための取組を実施した。  

○  平成２５年度に県内８９病院が参加する「ふくしま病院連携ネットワ

ーク」を立ち上げ、災害医療の最近の話題についての講演会のほか、   

ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム）を利用した情報伝達訓練を

実施した。  

○  地域の医師不足解消のため、地域医療支援担当教員（１５名）、公的

病院支援担当教員（４３名）、政策医療等支援教員（２０名）、地域医療

再生支援教員（１７名）、双葉地域等公立診療所支援教員（１７名）を

大学地域医療支援センターに配属し、へき地医療の拠点病院や公的医療

機関、地域医療や救急・災害・周産期・感染症等の分野に貢献している

と認められる民間病院等に配置した。  

○  県外医師招へい事業において、県と連携し県外から医師を採用し、ま

た、寄附講座「災害医療支援講座」において、県外からの招へい医師を

教員として採用し、県内医療機関に派遣した。  

○  地域医療支援について、県内医療機関からの医師派遣依頼に対する対

応率及び対応件数は、目標を概ね達成した。  

【対応率の目標：８４％以上】  

平成２７年度：８５．４％  

平成２８年度：８４．３％  

平成２９年度：８１．０％  

【対応件数の目標：７００件以上】  

平成２７年度：   ９４８件  

平成２８年度：１，０１７件  

平成２９年度：１，１３５件  

○  会津医療センターにおいて、大学地域医療支援センターから支援教員

の派遣を受け、県立南会津病院、同宮下病院、国保診療所等へ診療・宿

直応援を行うとともに、他の医療機関からの診療応援の依頼に対し可能

な限り対応するなど、積極的に診療応援を行った。  

○  学内の研究シーズを研究分野・研究者等にカテゴリー分類した上でホ

ームページに掲載したほか、研究シーズを冊子にして、各種展示会、医

療関連産業等、関係機関へ配布し、共同研究、受託研究を着実に推進し

た。  

○  保健医療従事者養成に係る新たな学部設置に向け、平成２８年４月に

新医療系学部設置準備室を新設し、設置計画を検討するため新学部設置

準備委員会、専門部会を設置及び開催した。平成２９年度には、医大の

要望を十分に反映した実施設計が完了し、公表された。  



 

 

(4) 国際交流に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  平成２８年度に設置した国際交流室において定例会議を開催し、新規

交流案件などの検討や国際交流に関する情報共有の機会を設け、円滑に

国際交流事業を推進した。  

○  ＩＡＥＡ、ＷＨＯ、ＩＣＲＰなどの国際機関と連携した国際学術会議

やシンポジウム等を開催し、本県現状について世界に情報発信を行った。 

○  武漢大学に加え、平成２５年度にベラルーシ医科大学、ゴメリ医科大

学及びマウントサイナイ医科大学と、平成２８年度にベトナムホーチミ

ン医科薬科大学と国際学術交流協定を締結した。平成２９年度には、オ

ハイオ州立大学医学部放射線腫瘍学講座と覚書を交わすとともに、国立

メーチニコフ名称北西医科大学と学術交流協定を締結した。  

○  国際交流協定に基づき、教員や学生を受け入れて各専門分野での研究

活動に従事させたほか、医学部教員や学生を派遣するなどの相互交流を

行った。   

 

(5) 大学附属病院に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

＜大学附属病院＞  

○  平成２４年度から本県の臨床研修の質の向上を図るため、レジデント

スキルアップセミナーを始め、当初は年１回の開催であったものを平成

２６年度以降は年３回以上開催した。  

○  毎年２名の認定看護師を育成するという目標に対し、計画的に育成し、

すべての年度において目標を達成した。  

【専門看護師及び認定看護師養成数の目標：年２名】  

平成２４年度：２名  

平成２５年度：４名  

平成２６年度：４名  

平成２７年度：３名  

平成２８年度：２名  

平成２９年度：２名  

○  看護研究実践応用センターの支援により各種プロジェクトや研究を

実施し、看護実践に活用した。  

○  平成２７年度に看護師の特定行為研修機関の設置について検討委員

会を立ち上げ、２１区分中１８区分の特定行為研修を行うことを決定し

た。平成２８年度には、看護師の特定行為研修機関としての指定を受け

るため、指定申請を行ったほか、指導者養成や研修生募集の広報活動等



 

 

を行い、平成２９年度に指定研修機関として開所し、研修を開始した。 

○  メディカルスタッフの資質向上に向け、学会や研修会に職員を派遣し

新しい知識や技術の習得に努めるとともに、臨床工学関係及び放射線管

理関係の有資格者を毎年育成した。  

○  第三次救急医療機関として、救急医療従事者対象の各種専門研修を受

講し、特殊疾患に対応できる人材育成に努めるとともに、ドクターヘリ

については、有効な運航ができるよう関係機関との連携を強化した。ま

た、平成２８年度には、新病棟１階に救命救急センターを整備し、外来

と病棟を集約して高度救命救急センターとしての機能の強化を図った。 

○  平成２８年３月に緩和ケアセンターを設置し、緩和ケアの提供体制を

強化した。  

○  周産期母子医療センター、小児看護の教育体制を整え、専門的な知識

を持つ看護師を計画的に育成した。  

○  肝疾患診療連携拠点病院として、肝炎対策協議会及び福島県肝疾患診

療連携拠点病院等連絡協議会を開催し、拠点病院として関係機関との意

見交換や情報提供を行った。  

○  平成２６年度に、第三次総合医療情報システムの稼働に向け、総合医

療情報システムの機能向上、情報セキュリティ対策及び危機管理対策を

盛り込んだ基本計画を策定し、平成２７年度からシステム構築を行い、

平成２８年度から稼働させた。  

○  先進医療を促進する観点から、臨床研究に対して経費の助成を行い、

認可申請数は目標の年１件以上に対し、すべての年度で目標を達成した。 

○  新病棟への移転、稼働について、備品の搬入、設置や患者の搬送計画

の検討、新病棟開設に伴う業務マニュアルの見直しなど、着実な準備に

より、平成２８年１２月に新病棟を稼働させることができた。  

○  院内全体の安全管理意識の向上を図るため、職種・部門を超えた全職

員向けの研修会を年４回開催し、当日参加できなかった者に対し伝達研

修を行い、ほぼ全員が受講した。  

○  安全な医療環境を提供するため、平成２７年度には院内救急対応シス

テムを導入し、平成２８年度には、新たにリスクマネージャー教育研修

会を実施した。平成２９年度には、未承認新規医薬品審査、高度管理医

療機器・高難度新規医療技術審査に関する内容を全員対象研修に加えた。 

○  抗菌薬適正使用に向け実施したサーベイランスデータに基づく感染

制御チーム（ＩＣＴ）の介入により、不適切な長期使用例は減少した。 

○  医療関連感染を予防するために多職種の感染制御の有資格者を計画

的に育成した。  

○  平成２６年度から一部診療科において、ＰＦＭ（入退院管理システム）

を導入し、平成２８年度からは全診療科を対象とし、全病棟において病

床管理一元化を実施した。  

○  病棟担当の看護師と医療相談員が病棟での多職種カンファランスに

参加する機会を増やし、医師、看護師等多職種の共同による退院支援に

取り組むことで、支援の質の向上を図った。  

○  患者アンケートを参考に、院内施設のバリアフリー化やアメニティ



 

 

（快適さ）の向上を図り、患者サービスの向上につなげた。  

○  選択メニューの全病棟への拡大、衛生教育の実施、小児食の献立の見

直しなど、おいしくて安全な食事を提供し、患者満足度の向上に取り組

んだ。  

○  事前診察予約の迅速処理、受診報告ハガキによる報告の徹底、連携登

録医制度の導入による紹介、逆紹介の推進、医師・看護師等多職種の共

同による転院支援を推進した結果、患者紹介率は年々上昇しており、ほ

とんどの年度で目標を上回った。  

   【紹介率の目標：６０．０％以上】  

平成２４年度：５８．９％  

平成２５年度：６３．１％  

平成２６年度：８２．７％  

平成２７年度：８４．８％  

平成２８年度：８７．３％  

平成２９年度：８８．８％  

○  診療科ごとの収支分析結果、患者数、稼働データ、疾患ごとや患者ご

との分析等の情報は、病院経営企画会議や各診療科と共有を図った。  

○  医薬品については、価格交渉や後発医薬品への切替え、会津医療セン

ターとの共同購入により、経費の削減を図ってきた。  

○  病床利用率及び平均在院日数の目標達成に向け、診断群分類（ＤＰＣ）

データを基に疾患及び治療ごとに分析し、その結果を各診療科にフィー

ドバックするとともに、看護ケアの標準化を図るため看護基準・看護手

順を作成するなどした結果、一般病床利用率はわずかに目標に達しなか

ったが、平均在院日数は目標を達成した。  

   【一般病床利用率の目標：中期目標期間終了時までに８６％以上】  

平成２４年度：８２．９％  

平成２５年度：７８．９％  

平成２６年度：８２．３％  

平成２７年度：８３．０％  

平成２８年度：８３．４％  

平成２９年度：８４．２％  

   【平均在院日数の目標：中期目標期間終了時までに１６日以下】  

平成２４年度：１６．４日  

平成２５年度：１５．０日  

平成２６年度：１４．８日  

平成２７年度：１４．３日  

平成２８年度：１４．１日  

平成２９年度：１３．５日  

   ＜会津医療センター＞  

○  会津地域医療の中核を担い、地域完結型医療を提供するため、平成  

２５年５月１２日に会津医療センターを開設した。開設に向け、担当理

事の下で会津医療センター準備室教員を中心として、県と大学が連携し

ながら開設準備を進めた結果、開設後の運営体制は円滑に移行された。 



 

 

○  外来診療や基本的手技の習得にも重点を置いた実践的な臨床研修プ

ログラムとしたことや、関係医療機関等との協力・連携による説明会な

どの実施により、初期研修医のマッチング率は高い水準となっている。 

○  平成２７年に麻酔科教授が着任し、また、計画的な手術を実施したこ

とにより、病院機能の充実を図った。  

○  県内で高齢化率が高い会津地域において、その役割を発揮するため、

平成２７年６月に看護専門外来を開設し、予約枠以外での対応も数多く

行うなど、充実を図っている。  

○  平成２７年６月５日に病院機能評価の認定を受け、同年８月１日より

緩和ケア病棟入院料の算定を開始した。  

○  患者支援センターを中心に、紹介率・逆紹介率の向上に取り組んだ結

果、年々上昇し、紹介率及び逆紹介率は目標を達成した。  

【紹介率の目標：５０％以上】  

平成２５年度：３９．１％  

平成２６年度：４５．６％  

平成２７年度：５１．９％  

平成２８年度：６９．２％  

平成２９年度：６９．７％  

【逆紹介率の目標：４０％以上】  

平成２５年度：２３．６％  

平成２６年度：３０．４％  

平成２７年度：３６．２％  

平成２８年度：４７．５％  

平成２９年度：５１．２％  

○  全職員を対象に保険診療のルールを徹底し、また、カルテ監査の実施

などの取組により、レセプトの査定率は目標０．３％以下を概ね達成し

た。  

○  一般病床利用率及び平均在院日数は目標を達成した。  

   【一般病床利用率の目標：中期目標期間終了時までに８５％以上】  

平成２５年度：７７．８％  

平成２６年度：７６．５％  

平成２７年度：８４．５％  

平成２８年度：８３．０％  

平成２９年度：８５．９％  

   【平均在院日数の目標：中期目標期間終了時までに１４日以下】  

平成２５年度：１２．５日  

平成２６年度：１３．９日  

平成２７年度：１３．１日  

平成２８年度：１２．７日  

平成２９年度：１２．３日  

 

 

 



 

 

２ 東日本大震災の復興支援に関する目標を達成するためにとるべき  

措置 

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

(1) 県民の健康の保持・増進に関する目標を達成するための措置  

  

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

 ○  会津大学等の有識者を含むデータベース専門委員会の意見を踏まえ、

県民健康調査データ管理システムを構築し、２００万人を超える住民

情報を整理し、また、会津大学と連携し、データベースバックアップ

システム設置について専門的な助言を受けて大規模災害等に備えた。

平成２８、２９年度には、県民健康調査データ管理システムの次期仕

様について、会津大学復興支援センター長から助言等を受けながら検

討を進め、平成３１年３月から運用を開始する予定の次期データベー

スシステムの公募型プロポーザルを実施した。  

 ○  県民健康調査推進のため、以下の取組を実施した。  

・  基本調査の回答率向上に向け、簡易版問診票の制定や書き方支援

を行った。  

・  甲状腺検査受診機会の確保に向け、県内外において受診機会を提

供した。  

・  こころの健康度・生活習慣調査について、被災住民の支援者支援

を重点目標とし、支援の在り方の助言、研修、メンタルケアを実施

した。  

・  妊産婦調査について、市町村との連携を図るため、過年度の調査

結果報告会や支援研修会を行った。  

・  ＩＡＥＡ、ＵＮＳＣＥＡＲ、ＩＣＲＰ等の関連機関との国際会議

を開催したほか、海外からの訪問客の対応や海外での国際会議への

参加により、福島県民の健康状況などの情報を発信し、海外からは

関連知見を導入した。  

 

(2) 復興支援に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  災害医療総合学習センターにおいて、県内外の医療人を対象とするセ

ミナーや医学部５年生のＢＳＬを実施し、災害・放射線障害に対応でき

る人材育成を行うとともに、避難住民への健康相談を実施し、実地研修

を通じた被災地貢献を行った。   

 



 

 

○  医薬品関連産業の支援拠点として、医療－産業トランスレーショナル

リサーチセンターを設置し、福島医薬品関連産業支援拠点化事業におけ

る検体等サンプル及び解析データ取得数は目標を上回っており、確実に

研究が進んでいるほか、成果物提供契約や受託研究契約の締結、特許権

等の出願も増加した。   

 

(3) 放射線医学の教育研究等に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

   ○  放射線医学に関する教育、研究及び医療拠点となるふくしま国際医療

科学センターについて、平成２７年度に環境動態解析センター棟、先

端臨床研究センター棟が完成し、平成２８年度に災害医学・医療産業

棟及びふくしま  いのちと未来のメディカルセンター棟が完成し、整備

工事はすべて完了した。  

    ○  先端臨床研究センターについて、組織体制や事業計画を整備し、また

平成２４年度に先行導入したＰＥＴ－ＭＲＩによる早期診断の実施体

制の整備などを計画的に行ったことから、予定どおり平成２８年６月に

本格稼働した。研究開発についても放射線医学総合研究所などの関係機

関と連携し、α線核種であるアスタチン等による新規放射性薬剤の研究

に取り組んだ。  

       ○  医学部において、「テュートリアル」や「コミュニケーション論」で、

放射線と健康に関するリスクコミュニケーションを中心に、社会的なコ

ミュニケーション能力を育むためのプログラムを構築した。  

○  看護学部において、「災害看護学」では放射線医療について講義を、

「統計学」「疫学」では、放射線に関する題材（県民健康調査のデータ、

放射線リスクの解釈、リスクコミュニケーション）を取り入れて学習し

た。  

○  医学部において、放射線医学に関する教育として、放射線被ばくによ

る人体への影響や健康リスクコミュニケーションなどについて学習す

る「放射線生命医療学」（３年）を実施し、大学院博士課程においては、

放射線災害の社会・心理学的影響や放射線被ばくによる人体の影響など

について学習する「放射線健康リスク予防医学特論」や「放射線生命科

学特論」を実施した。  

○  生物学的線量評価実施体制整備事業に係る広島大学との共同研究の

実施、ＰＥＴに関する共同研究実施体制の構築など、放射線医学に関し

て国内外の大学・研究機関等と連携を推進した。  

○  平成２８年４月に、災害医療や被ばく医療に携わる多様な人材育成を

目的に、長崎大学と共同で、大学院「災害・被ばく医療科学共同専攻（修

士課程）」を開設した。  

 

 



 

 

(4) 復興支援の連携・協力に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  ＰＥＴ－ＭＲＩやサイクロトロンを活用し、最先端の研究を実施する

ため、放射線医学総合研究所との連携を強めるとともに、核医学治療国

際シンポジウムを開催し、放射線医学の拠点の一つとして国や関係大学、

核医学会などオールジャパン体制の下に核医学の進展を図ることを確

認した。   

 

３  管理運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべ

き措置      

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置  

  

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

 ○  震災の経験を踏まえた大学の使命と今後の方向性について明確にし、

学生及び教職員の意識を高めるため、「ビジョン２０１４」を策定した。 

○  理事長と職員間における意見交換の場を設け、職員がそれぞれの職場

における業務改善の方策等について理事長へ提案や報告をするととも

に、理事長から助言や激励を得ることにより、経営方針の浸透を図ると

ともに実務を担う職員による業務改善を促進した。  

○  新専門医制度に対応した講座の在り方を検討し、医学部において内科

学講座及び外科学講座を再編した。  

○  平成２７年度に「男女共同参画推進行動計画」を策定し、男女共同参

画を実現するため、男女共同参画推進月間の創設や、男女共同参画推進

員制度の創設などの取組を実施した。  

○  災害発生時に大学機能を維持・継続させるための方策として、巨大地

震等の災害が発生し帰宅困難な学生が学内に一時避難する事態を想定

して、学生用として２日分の食料を備蓄した。  

○  職員の業務量増大に対応するため、事務効率化や実施体制見直しを図

ってきた。  

 

(2) 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

 



 

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  科学研究費助成事業の応募に向けた説明会の開催や応募書類の事前

審査の実施などの取組により、応募件数は増加し、文部科学省科学研究

費の採択件数は年々増加し目標を上回っている。  

【文部科学省科学研究費助成事業の目標年間：１８０件以上】  

平成２４年度：１９３件  

平成２５年度：２０２件   

平成２６年度：２２１件  

平成２７年度：２３０件  

平成２８年度：２７９件  

平成２９年度：２９０件  

【厚生労働省科学研究費助成事業の目標年間：４８件以上】  

平成２４年度：４５件  

平成２５年度：４９件  

平成２６年度：４４件  

平成２７年度：５４件  

平成２８年度：５６件  

平成２９年度：６４件  

○  省エネルギー推進委員会を開催し、省エネルギー対策の徹底について

学内周知や外来者向けのチラシ掲示などにより、光熱水費の節減への意

識啓発を行った。  

     

(3)  自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するための  

措置 

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  大学機関別認証評価の受審に向けて、平成２７年度に評価室認証評価

部会を設置し、スケジュール策定や自己評価実施体制の整備を行った。

平成２８年度には、大学改革支援・学位授与機構へ受審申請を行うとと

もに、認証評価部会において取りまとめた自己評価書の暫定版について、

審議会及び役員会にて報告を行い、平成２９年６月に大学改革支援・学

位授与機構へ提出した。同年１２月に訪問調査を受審し、平成３０年３

月に認定証の交付を受けた。  

○  教員の自己点検・自己評価について、平成２７年度に評価体制を見直

し新たに実施要領を定めた。なお、教員自らが教育活動状況を点検・評

価するよう働きかけた結果、教員評価実施率は平成２９年度時点で９３ .

８％となった。  

     ○  平成２４年度に策定した「医学部教員（助教、助手）を任期の定めの

ない教員に移行する際の手続き」に基づき、平成２５年度は１１人が任

期の定めのない教員に移行した。  

     ○  各講座等が管理するホームページが更新された際は、随時大学ホーム



 

 

ページのリンク設定を更新し、また、研究成果や公開講座の開催情報等、

各講座等の活動状況が容易に確認できるよう随時掲載情報の更新を行

い、また、震災後の取組を広く県民に発信するための広報誌の作成・配

布などを行った。    

 

 (4) その他業務運営に関する目標を達成するための措置  

 

【評価】「Ⅱ：中期計画をおおむね実施できている」と認められる。  

 

［中期目標期間で評価できる取組み○ (又は検討課題等△ )］  

○  不祥事案の絶無のため、各所属において職場研修及び個別面談を実施

し、その取組の結果報告を求め、取組状況を確認するなど、コンプライ

アンスの徹底を図った。  

○  東日本大震災で半壊した学生寮の再整備について、平成２６年度に建

設工事に着工し、また備品等の整備や寮管理規程の改正を行い、計画ど

おり平成２８年４月に開寮した。また、入寮生の意見・要望等を取りま

とめ、所要物品を購入するなどよりよい環境づくりに努めた。  

○  災害対策マニュアル等をデスクネッツに掲載するとともに、新たに法

人に所属し未所持である職員に対して「大地震対策マニュアル（ポケッ

ト版）」を配付し、教職員、学生に周知を図った。  

○  それまで県の規則・要綱を準用していた「情報公開」及び「個人情報

保護」に関して、法人独自の規程・要綱を制定し施行した。  

○  情報セキュリティハンドブックの改訂や情報セキュリティ専用サイ

トの開設を通じ、教職員・学生に情報セキュリティの重要性を説明した。

また、オリエンテーションや基礎上級授業などの折に情報セキュリティ

教育を実施した。平成２９年度には、福島県ネットワークセキュリティ

連絡協議会に加盟し、体制を強化した。  

○  国立情報学研究所の学術認証フェデレーション「学認」について、運

用フェデレーションに移行し、電子ジャーナル、文献データベース等の

サービスプロバイダを「学認」経由で利用できるようになった。  


